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プログラム・教材等ワーキンググループ（ＷＧ）の設置について 

 

１．趣旨 

建設産業担い手確保・育成コンソーシアムにおいて、建設産業における担い手確保・育成に取り組

んでいくための体制を整備し、若年者の入職促進、育成のための事業を具体化し、実行することとし

ている。 

そのため、平成 26 年 10 月 29 日に決定したアクションプログラム（第 1版）に掲げる「プログラ

ム・教材等の整備」について、専門的観点から調査・検討、行動を行うこととし、学識経験者、総合

工事業者、専門工事業者、職業訓練校、教育機関等からなるワーキンググループ（以下「ＷＧ」とい

う。）を設置する。 

 

２．事業内容 

（１）若年者の入職促進に係るプログラム・教材等収集・検証・整備 

① 工業高校生等を対象とした教材等の収集及び検証 

② 工業高校等教員を対象とした研修プログラムの収集及び検証 

③ プログラム・教材等の整備及び普及 

 

（２）入職前後の初任者及び入職後経験年数の浅い者に対するプログラム・教材等の収集・検証・整備 

① 職業訓練校等が使用している既存教材の収集及び検証 

② 既存プログラム・教材等の活用に向けた条件整備 

③ 新たなプログラム・教材等の整備 

 

（３）企業等における訓練ニーズの把握 

   上記（１）及び（２）の実施にあたり、専門工事業団体及び教育訓練校等におけるニーズの把握 

 

 

アクションプログラム（第 1版 平成 26 年 10 月 29 日決定）（一部抜粋） 

Ⅲ．事業内容 

２．教育訓練等基盤の充実・強化 

（１）若年者の入職促進に係るプログラム・教材等の整備 

①工業高校生等を対象として行われているインターンシップや出前講座等の効果の検証と効果的な手法の開発・提案を行う。 

②工業高校生等を対象として行う実習教育に必要なプログラム・教材等を整備する。 

③工業高校教員の研修内容等に関するニーズを把握するとともに、これに応じたプログラム・教材等を整備する。         

（２）初任者及び入職後 2年目～5 年目に係る教材等の整備 

①職業訓練校等が使用している既存教材（講師が独自で作成した補助教材を含む）の収集及び同教材を使用したプログラム、訓練等の

情報を整理する。 

②建設企業等が求める職業訓練の内容（安全衛生、技術習得・技能習得、取得させたい資格等）について調査する。 

③収集した教材の内容を検証し、使用できるものについては他機関での利用等、幅広い活用に向けた条件整備を行う。また、修正が必

要な教材や新たに必要となる教材等については、優先順位を踏まえつつ順次整備する。 

 

３．当面のスケジュール 

平成 27 年 1 月 19 日   WG 設置 

平成 27 年春頃まで  各種情報等の収集及び検証 

平成 27 年夏以降     上記の検証結果を踏まえた条件整備を行う。また、企業ニーズを把握し、 

新たに必要となるプログラム・教材等について順次整備 
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プログラム・教材等ワーキンググループ（ＷＧ）委員名簿 

 

 

〈委 員〉 

氏名 所属等 

五十嵐 均 （一社）日本型枠工事業協会 常任理事（（株）協栄組 取締役社長） 

浦江 真人 東洋大学 理工学部 建築学科 教授 

蟹澤 宏剛 芝浦工業大学 工学部 建築工学科 教授 

木村 厚志 職業訓練法人 近畿建設技能研修協会 三田建設技能研修センター技能実習課長 

小島 聡 全国高等学校建築教育連絡協議会 事務局長 

鈴木 央 （一社）日本建設軀体工事業団体連合会 理事（（株）鈴木組 代表取締役） 

鈴木 睦 （一社）全国建設業協会（西松建設(株) 安全環境品質部長） 

高木 元也 （独法）労働安全衛生総合研究所 人間工学・リスク管理研究グループ首席研究員 

高野 伸栄 北海道大学公共政策学連携研究部 准教授 

館岡 正一 （公社）全国鉄筋工事業協会 副会長（矢島鉄筋工業（株）代表取締役会長） 

土田 俊行 全国専門学校土木教育研究会（学校法人中央工学校土木測量系学科長） 

能登谷 英俊 （一社）日本建設業連合会（戸田建設（株）建築本部コスト管理センター建築購買 2部長）

古阪 秀三 京都大学大学院工学研究科 准教授 

三上 孝明 全国専門学校建築教育連絡協議会 会長（専門学校東京テクニカルカレッジ校長） 

渡辺 敏幸 職業訓練法人 全国建設産業教育訓練協会 富士教育訓練センター教育訓練課長 

 

 

オブザーバー 

氏名 所属等 

長福 知宏 国土交通省 土地・建設産業局建設市場整備課 専門工事業・建設関連業振興室長 

竹内 聡 厚生労働省 職業能力開発局 育成支援課 主任職業能力開発指導官 

持田 雄一 文部科学省 初等中等教育局児童生徒課産業教育振興室教科調査官 

 

（敬称略） 

 


